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民法・不動産登記法部会資料 １３ 

 

 

遺産分割に関する見直し 

 

第１ 遺産分割の期間制限 

１ 遺産分割の期間制限 

遺産分割の合意又は遺産分割手続（調停及び審判）の申立てにつき期間制限を設け

ることの是非について，期間を経過した場合にどのような効果を生じさせるかを踏ま

え，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

 第３回会議においては，遺産分割を促進する観点から，遺産分割の期間制限につき検討

をした（部会資料５参照）が，異なる効果について区別して検討すべきとの指摘があった

ところであり，本資料では，個々の効果ごとに区別して検討することとしている。 

 

２ 一定の期間経過による効果 

 特別受益又は寄与分の主張の制限 

共同相続人は，相続開始時から一定の期間内に遺産分割の合意又は遺産分割手続

（調停若しくは審判）の申立てをするものとした上で，遺産分割の合意も遺産分割

手続の申立てもないままその期間を経過したときは，共同相続人は，具体的相続分

の主張をすることができない（具体的相続分の算定の基礎となる特別受益及び寄与

分等の主張をすることができない）ものとすることについて，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

現行法及び判例の立場を前提にすると，相続が開始し，相続人が複数ある場合には，遺

産分割がされる前であっても，各相続人は，相続財産に属する特定の財産それぞれについ

て法定相続分に相当する持分（共有持分）を有するとされる（最判昭和５０年１１月７日

民集２９巻１０号１５２５頁等参照）。他方で，遺産分割は，特別受益や寄与分などを踏

まえて算定される具体的相続分に沿ってされ，そのためにとるべき裁判手続は，共有物分

割ではなく，遺産分割の手続である。 

そして，共同相続人が遺産分割の合意をすることができず，家庭裁判所において，遺産

分割の審判をする場合には，具体的相続分によれば法定相続分によるよりも多くの財産を

取得することができると考える相続人は，他の相続人が得た贈与が特別受益に該当すると

主張したり，自己に寄与分があると主張したりして，自己の取得すべき財産を主張するこ

とになる。これに対し，このような主張を争う他の相続人は，その主張に対して反証する
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ほか，そのような主張をする相続人が得た贈与が特別受益に該当すると主張したり，自己

に寄与分があると主張したりすることになる。 

ところで，現行法では，遺産分割の合意や遺産分割手続の申立てをすることにつき，期

間の制限がないため，相続から長期間が経過しても，相続人は，遺産分割の申立てをして，

その中で特別受益や寄与分などの主張をすることができる（所有者不明土地が問題となる

ケースでは，被相続人名義のまま遺産に属する土地が放置され，更に数次にわたって相続

が発生するなど，相続から長期間が経過していることが少なくない。）。 

しかし，相続開始から長期間が経過すると，証拠が散逸するなどして，他の相続人が反

証等をすることは困難となる。また，相続人は，相続開始から長期間を経たときは，他の

相続人から具体的相続分の主張がされるとは想定し難いため，遺産分割がされるときには，

法定相続分に従った分割がされることに一定の期待を有しているとも考えられる。このよ

うな観点からすれば，相続開始から長期間が経過した後に具体的相続分に沿って遺産を分

割することは，相続人を不当に害するおそれがある。 

他方で，具体的相続分によれば法定相続分によるよりも多くの財産を取得できると考え

る相続人に対して，自己の利益を確保するために一定の期間内に必要な手続をとることを

要求することは，他の法制度等と比較しても不合理ではないと思われる。例えば，平成３

０年の民法改正により，相続人以外の親族で被相続人の療養看護等をしたものが相続人に

対する金銭の支払を請求することを認める特別の寄与の制度が設けられた（民法第１０５

０条）が，この制度では，特別寄与者は，相続の開始及び相続人を知った時から６箇月を

経過したとき，又は相続開始の時から１年を経過したときは，家庭裁判所に処分を請求す

ることができないとされている（同条第２項）。また，遺留分侵害額の請求権（遺留分の

額は，特別受益に該当し得る贈与の額等を踏まえて算定される。）は，遺留分権利者が，

相続の開始及び遺留分を侵害する贈与若しくは遺贈があったことを知った時から１年間を

行使しないとき，又は相続開始の時から１０年を経過したときは，消滅するとされている

（民法第１０４８条）。 

そこで，遺産分割の合意又は遺産分割の申立てがないまま，相続開始時から一定の期間

を経過したときは，具体的相続分の主張をすることができないものとすることについて検

討することが考えられる。 

 

 分割方法等 

(1)に関して具体的相続分の主張をすることに制限を設けることを前提に，(1)の

期間の経過後は，各相続人が相続財産に属する特定の財産それぞれについて有する

法定相続分に相当する持分（共有持分）に沿って，相続財産に属する特定の財産を

分割することができるものとし，その手続として次の各案をとることについて，ど

のように考えるか。 

【甲案】 遺産分割の合意又は遺産分割手続の申立てがないまま，相続開始時から一

定の期間を経過したときであっても，遺産の分割は，遺産分割の手続により

行うことができるが，遺産に属する個々の財産ごとに共有物分割（準共有物

分割）の手続により行うこともできるものとする。 

【乙案】 遺産分割の合意又は遺産分割手続の申立てがないまま，相続開始時から一
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定の期間を経過したときは，遺産の分割は，遺産分割の手続ではなく，遺産

に属する個々の財産ごとに共有物分割（準共有物分割）の手続により行うも

のとする。 

（注１）乙案に関し，一定の期間を経過したときは，可分債権について法定相続分の割合によ

り当然に分割されたものとすることについては，慎重に検討する。 

（注２）相続分の指定があった場合については，引き続き検討する。 

 

（補足説明） 

１ 現行法の遺産分割の手続と共有物分割の手続 

共同相続人は相続財産に属する特定の財産それぞれについて法定相続分に相当する持

分（共有持分）を有するが，現行法の下では，共同相続人が分割前の遺産を共同所有す

る法律関係の解消は，共有物分割の手続ではなく，遺産分割の手続により行うこととさ

れている（最判昭和６２年９月４日集民１５１号６４５頁）。また，共有物について，

遺産分割前の遺産共有の状態にある共有持分と他の共有持分とが併存する場合には，遺

産共有持分と他の共有持分との間の共有関係を共有物分割の手続により解消した上で，

遺産共有持分を有する者に分与された財産の共有関係を遺産分割の手続により解消する

こととされている（最判平成２５年１１月２９日民集６７巻８号１７３６頁）。 

このように，相続財産の共有関係の解消において，特定の財産の共有物分割ではなく

遺産分割の方法をとることとされているのは，遺産の分割は，遺産全体の価額に特別受

益や寄与分等を加味して算出した具体的相続分に基づいて行うものとされているため，

遺産の全体を把握しなければ分割することができないからである。なお，平成３０年の

民法改正により遺産の一部分割が明文の規定で認められた（民法第９０７条第２項）が，

「遺産の一部を分割することにより他の共同相続人の利益を害するおそれがある場合」

には遺産の一部分割をすることができないとされている。これは，遺産の一部分割をし

ても最終的に具体的相続分に沿って適正な分割を達成し得るという明確な見通しが立た

ない場合には，遺産の一部分割をすることができないとするものであり，遺産の一部分

割をする際にも，遺産分割をする場合と同様に，遺産の範囲や特別受益の内容につき調

査することになる。 

２ 検討 

⑴ 仮に，具体的相続分の主張をすることに制限を設けることとし，遺産に属する財産

の分割を具体的相続分に沿って行わないこととするのであれば，各相続人が相続財産

に属する各財産について法定相続分に相当する持分（共有持分）を有することを前提

に，その持分に沿って分割を行うことで足りると思われる。そして，そうであれば，

遺産分割の手続をとることなく，個々の財産ごとにそれぞれ分割をしても，最終的に

は相続人は法定相続分に沿った額の財産を取得することができるので，このような分

割方法を否定する理由はないものと思われる。 

もっとも，個々の財産ごとに分割することを認めるとしても，遺産に属する財産が

複数ある場合に，その複数の遺産を必ず別個の手続で行わなければならないものとす

る必要はなく，相続人の間に異論がなければ複数の遺産を一括して分割することを認

めてもよいように思われる。 
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そこで，本文(1)に関して具体的相続分の主張をすることに制限を設けることを前提

に，各相続人が相続財産に属する各財産について有する法定相続分に相当する持分（共

有持分）に沿って分割することについて検討することが考えられる。また，その具体

的な分割手続としては，【甲案】と【乙案】が考えられる（注）。 

⑵ 【甲案】は，遺産に属する財産を各相続人が各財産について有する法定相続分に相

当する持分（共有持分）に沿って分割するが，共有の状態は一応遺産共有の状態であ

ると扱い，その解消の手続としては遺産分割の手続をとることとして，複数の遺産を

一括して処理することを当然に許容するが，他方で，相続人は，遺産に属する個々の

財産につき，共有物分割をとることもできるものとするものである。 

この案を採る場合には，ある相続人が遺産に属する特定の財産について共有物分割

訴訟を提起し，その審理中に他の相続人が遺産全体についての遺産分割の手続を申し

立てることができるかや，逆に遺産分割の手続中に共有物分割訴訟を提起することが

できるかという問題が生ずる。これについては，特定の財産についての共有物分割訴

訟が先行している場合には，残りの財産についての共有物分割訴訟を提起して併合審

理すれば実質的に遺産分割の手続を行うことができるし，遺産分割の手続が先行して

いる場合には，遺産の一部についてだけ共有物分割を行う意味がないから，いずれに

おいても後行の手続を認めないとすることが考えられる。 

なお，【甲案】では，遺産に属する個々の財産の共有関係を個別に解消する方法と

して共有物分割手続をとることができるものとすることを提案しているが，個別に解

消する方法としては，法定相続分に相当する持分に沿って遺産の一部を分割する新た

な遺産の一部分割制度を設けることで足りるとも考えられる（民法第９０７条の遺産

の一部分割は，具体的相続分に沿って行うべき遺産分割の一部を先行して行うもので

あり，各相続人がその財産それぞれについて有する法定相続分に相当する持分（共有

持分）に沿って分割するものではない。）。 

しかし，【甲案】によれば，通常の共有と遺産共有が併存している場合に，共有物

分割の方法で一括して処理をすることが可能になる点で意義があると考えられる。 

⑶ 【乙案】は，遺産に属する財産は法定相続分に沿って分割をするのであるから，遺

産分割の手続による理由はなく，個々の財産ごとに共有物分割（又は準共有物分割）

の手続により処理するものである。この案でも，現在の判例を前提とすると，複数の

共有物の共有者が共通する場合においては，一括して共有物の分割の対象とすること

が許容されているので，共有者が望めば，共有物を一括して分割することが認められ

る（最大判昭和６２年４月２２日民集４１巻３号４０８頁）。 

なお，【乙案】を採用する際に，当該遺産に属する財産が契約上の地位や不可分債

権である場合には，準共有物分割の手続をとることになるが，当該財産が可分債権で

ある場合に，なおその財産について準共有物分割の手続を経なければならないものと

するのかについては別途問題となる。具体的には，従前，可分債権として当然分割さ

れていた預貯金債権について検討することが考えられる。 

（注）【甲案】と【乙案】を比較する前提として，遺産分割の手続と共有物分割の手続の私法上の違

いをみると，これまでも指摘した具体的相続分に係る点以外には，共同所有となっている財産を

一括して分割することの要否と，分割の遡及効の有無がある。もっとも，遺産分割の効果は相続
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開始時に遡及するとしても，実際上の処理では，その遡及効は制限されていることがある（例え

ば，遺産分割によって遺産に属する土地を相続人の１人が取得しても，相続開始時から遺産分割

までの果実は，法定相続分に沿って各相続人に帰属する。）。 

⑷ 【甲案】と【乙案】を採用した場合の具体的な処理は，例えば，次のようになると

考えられる。 

① Ａが甲土地，乙建物及び預金債権を遺して死亡し，その相続人としてＢ及びＣが

いたが，その後，Ｂ及びＣが死亡し，Ｂの相続人としてＤとＥが，Ｃの相続人とし

てＦとＧがいるケース（Ａ，Ｂ及びＣのいずれについても相続開始時から所定の期

間が経過していることを前提とする。） 

相続人がＡの遺産に属する財産を一括して処理することを希望する際には，【甲

案】では遺産分割の手続を，【乙案】では全ての財産を一括して共有物分割の手続

をすることになる。 

他方で，例えば，相続人Ｄが甲土地のみを分割したい場合には，【甲案】【乙案】

のいずれにおいても共有物分割の手続をすることになり，Ａ，Ｂ及びＣに他の遺産

があるのかや，Ａ，Ｂ及びＣの相続人に特別受益があるのかなどについて審理する

ことなく，甲土地を分割することができる。 

なお，この場合に，甲土地の帰属が定まるためには，現行法では，Ａの相続に関

し，Ａの遺産がどの程度あるのかを確認するとともに，Ｂ及びＣに対する特別受益

や寄与分等の内容を確認して，Ｂ及びＣの具体的相続分を算定した上で，甲土地を

Ｂ又はＣのいずれかに帰属させるか，甲土地をＢ及びＣのいずれにも帰属させると

した上で，Ｂ又はＣの相続に関し，Ｂ又はＣの遺産がそれぞれどの程度のあるのか

を確認するとともに，Ｂ又はＣの相続人の特別受益や寄与分等の内容を確認して，

Ｂ及びＣの相続人の具体的相続分を算定する必要がある。 

② ＡとＢが共有する土地があった場合において，Ａが死亡し，その相続人として，

ＣとＤがいるケース（相続開始時から所定の期間が経過していることを前提とす

る。） 

この場合には，【甲案】及び【乙案】のいずれでも，Ｂ，Ｃ及びＤの間で，当該

土地について共有物分割をして，帰属を定めることができる。 

また，【甲案】では，Ｃ・Ｄは，遺産分割で当該土地の持分を定めた上で，その

持分を取得した者がＢとの間で共有物分割をすることもできる。 

 

 遺産共有における不明共有者の持分の売渡請求権等 

(1)に関して具体的相続分の主張をすることに制限を設けることを前提に，次の

規律を設けることについてどのように考えるか。 

① 遺産分割の合意又は遺産分割手続の申立てがないまま，相続開始時から一定の

期間を経過した場合において，相続人の一部が不明であるときは，他の相続人は，

遺産に属する個々の財産についての不明相続人の持分に関し，部会資料３の第３

の１（通常の共有における不明共有者の持分の売渡請求権等）の方法をとること

ができるものとする。 

② 遺産共有持分と通常の共有持分が併存しているところ，遺産分割の合意又は遺
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産分割の申立てがないまま，相続開始時から一定の期間を経過した場合におい

て，相続人の一部が不明であるときは，通常共有持分の共有者は，不明相続人の

遺産共有持分に関し，部会資料３の第３の１（通常の共有における不明共有者の

持分の売渡請求権等）の方法をとることができるものとする。 

（注）遺産共有持分と通常の共有持分が併存しているところ，遺産分割の合意又は遺産分割手

続の申立てがないまま，相続開始時から一定の期間を経過した場合において，通常共有持

分の共有者が不明であるときは，遺産共有持分の共有者は，不明共有者の持分に関し，部

会資料３の第３の１（通常の共有における不明共有者の持分の売渡請求権等）の方法をと

ることができるものとする。 

 

（参考）部会資料３の第３の１抜粋 

第３ 持分の有償移転による共有の解消 

１ 通常の共有における不明共有者の持分の売渡請求権等 

共有者の一部が不明である場合（所在不明である場合と共有者の一部を特定することがで

きない場合の両方を含む。①及び②において同じ。）における当該共有者の持分の移転に関

し，次のような規律を設けることについて，どのように考えるか。 

① 共有者の一部が不明である場合において，相当と認められる金額を供託したときは，他

の共有者は，不明共有者に対し，不明共有者の持分を時価で売り渡すべきことを請求する

ことができるものとする。 

② 共有者の一部が不明である場合において，相当と認められる金額を供託したときは，他

の共有者は，不明共有者に対し，不明共有者以外の共有者全員の同意を得て共有物の全部

の所有権を第三者に移転させることができる権限を付与すべきことを請求することができ

るものとする。この場合において，他の共有者が共有物の全部の所有権を移転させたとき

は，不明共有者は，他の共有者及び所有権を得た第三者に対し，共有物の時価相当額を不

明共有者の持分に応じて案分して得た額の支払を請求することができるものとする。 

（注）共有物の管理者が前記②の請求をすることができるものとすることについても検討する。 

 

（補足説明） 

部会資料３では，不明共有者の持分の売渡請求権等に関し，遺産共有においては，通常

の共有に関して検討した規律と同様の規律は置かないとすることを提案していた（同資料

第３の２）。これは，遺産分割は具体的相続分に基づいてすべきであることを前提とした

ものである。 

しかし，仮に，本文(1)に関して具体的相続分の主張をすること（特別受益及び寄与分等

の主張をすること）に制限を設けることを前提に，各相続人が相続財産に属する特定の財

産それぞれについて有する法定相続分に相当する持分（共有持分）に沿って，相続財産に

属する特定の財産を分割することを可能とするのであれば，遺産に属する個々の財産につ

いての不明相続人の共有持分についても，通常の共有における売渡請求権等の制度と同様

の制度を置くことに特段の支障はないとも考えられる。 

そこで，ここでは，この問題について検討することを提案している。具体的なケースと

しては， 



 

- 7 - 

 

① 遺産共有であった場合に，相続人の１人が他の相続人の持分を取得するケース 

② 遺産共有と通常の共有が併存していた場合に，通常共有の持分を有する共有者が遺

産共有の持分を有する相続人の持分を取得するケース 

が考えられる。 

なお，上記①と②とはやや状況が違うケースとしては，（注）にあるとおり遺産共有と

通常の共有が併存していた場合に，遺産共有の持分を有する相続人が通常共有の持分を有

する共有者の持分を取得するケースがある。このケースでは，遺産共有持分を移転させる

ものではないが，同様に一定の期間の経過後には，個々の相続人による売渡請求権の行使

を認めることが考えられる。 

 

３ 期間の長さ 

遺産分割に関する制限期間については，具体的相続分の主張の重要性や遺産分割禁

止の制限を踏まえて，１０年又は５年とすることが考えられるが，例えば３年とする

などそれよりも短期とすることを含め，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

遺産分割に期間制限を設け，期間を徒過した場合には具体的相続分の主張をすること

ができないものとした場合には，具体的相続分によれば法定相続分によるよりも多くの

財産を取得できると考える相続人に対して，期間内に遺産分割手続の申立てをすること

を要請することになる。他方で，現行法においては，遺産分割の禁止に関する規定があ

り，これに基づいて遺産分割が禁じられている場合には，上記の相続人は遺産分割手続

の申立てをすることができず，具体的相続分を確保することができなくなるおそれがあ

る。 

そこで，遺産分割の制限期間について，期間徒過によって生ずる効果と遺産分割の禁

止に関する現行法の制度を踏まえて検討する必要があると考えられる。 

⑴  遺産分割の禁止に関する規定や解釈 

   遺産分割の禁止には，民法上，次のものがある。 

①  遺言による禁止（民法第９０８条） 

被相続人は，遺言で，相続開始の時から５年を超えない期間を定めて，遺産分割

を禁止することができる。なお，明文の規定はないが，相続人の合意により，更に

５年間に限って遺産分割を禁止することができると解されている（民法第２５６条

第２項参照）。 

②  家庭裁判所の審判による禁止（民法第９０７条第３項） 

遺産分割の請求がされた場合において特別の事由があるときは，家庭裁判所は，

期間を定めて，遺産の全部又は一部について，その分割を禁ずることができる。 

この禁止期間についての明文の規定はないが，遺言による禁止とのバランス等か

ら，相続開始の時から５年間に限られ，禁止期間の更新をするとしても，相続開始

時から１０年間を上限とすると解する見解が有力である。 

これらに加え，明文の規定はないが，共有の規定（民法第２５６条）を根拠とし

て，相続人の合意により，遺産分割を５年間（更新があれば，最大１０年間）禁止
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することができると解されている。 

なお，遺産分割の禁止期間中の共有の状態については，遺産共有の状態であると

理解する見解が一般的であるが，通常の共有の状態であるとする見解もある。 

⑵  期間の検討 

ア 相続開始の時から１０年間 

具体的相続分の主張をすることができる期間という視点からみると，遺留分侵害

請求権の期間（相続開始時から１０年間の除斥期間。民法第１０４２条後段）や，

一般的な債権の消滅時効の期間（１０年間。民法第１６７条）を参考にすることが

考えられる。 

また，遺産分割を禁止することができる期間は，相続人は遺産を分割しないこと

が許容されているのであり，上記⑴の遺産分割の禁止に関する規定や解釈を踏まえ

ると，相続開始の時から１０年間は遺産分割を強いるべきでないとも考えられる。 

以上を踏まえ，設けるべき期間を，相続開始の時から１０年間とすることが考え

られる。 

イ 相続開始の時から５年間 

具体的相続分を主張することができる期間との視点からみると，一般的な債権の

消滅時効の短期消滅期間（５年間。民法第１６７条）を参考にすることが考えられる

ほか，上記⑴の解釈を前提としても，遺産分割の禁止期間は原則として５年であり，

更新がされるのは例外であることを重視して，設けるべき期間を相続開始の時から

５年間とすることが考えられる。 

なお，この場合には，例えば，遺産分割の禁止の審判がされた際には例外として期

間を相続開始の時から１０年間とすることも考えられる。 

ウ その他（相続開始時から３年間等） 

以上のほか，遺産分割を早期に解決する観点から，より短期の期間を設定すること

とし，例えば，相続開始の時から３年間とすることも考えられる。 

 

４ その他 

遺産分割の期間制限に関し，その他手当てすべき点について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 遺産分割調停及び審判の申立ての取下げ制限 

遺産分割手続では，申立人以外の相続人（「相手方」と呼ばれる。）にも，家庭裁判

所は，遺産を分与することができるので，他の相続人が遺産分割調停手続の申立てをし

ている場合には，相手方である相続人は，その申立てに係る手続において遺産の分与を

求めれば足り，遺産の分与を求めて遺産分割手続の申立てを別途する必要はない。その

ため，一定の期間内に遺産分割の合意又は遺産分割手続の申立てがないときは，具体的

相続分の主張をすることができないとの制度を創設した場合にも，相続人のうちの１人

が期間内に遺産分割手続の申立てをしていれば，他の相続人は自らが遺産分割手続の申

立てをしていなくとも，その申立てに係る手続の中で具体的相続分の主張をすることが

できると考えられる。 
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ところで，期間内に遺産分割の調停又は審判の申立てがされたものの，期間経過後に

申立人がその申立てを取り下げて手続が完結されると，その手続は初めから係属してい

なかったものとみなされる（家事事件手続法第８２条第５項及び第２７３条第２項にお

いて準用する民事訴訟法第２６２条第１項）ので，上記の考え方を前提としても，相手

方である相続人は，具体的相続分の主張ができなくなる。そのため，申立人が自由に申

立てを取り下げることができると，相手方である相続人は不利益を被るおそれがある。 

そして，家事事件手続法においては，相手方である相続人が本案について書面を提出

し，又は家事審判の手続の期日において陳述をした後にあっては，申立人である相続人

の遺産分割審判の申立ての取下げは，相手方の同意を得なければ，その効力を生じない

こととされている（同法第１９９条において準用する同法第１５３条）が，その前であ

れば，申立人は，自由に遺産分割審判の申立てを取り下げることができるほか，遺産分

割調停の申立ての取下げには制限がなく，申立人である相続人は自由に遺産分割調停の

申立てを取り下げることができる（同法第２７３条第１項）。 

そこで，具体的相続分の主張期間の経過後に遺産分割手続の申立てを取り下げるには，

他の相続人の同意（同意擬制〔同法第８２条第４項〕を含む。）を得なければならない

とすることが考えられる。 

２ 相続の放棄 

遺産分割に期間制限を設け，その起算点を相続開始時とした場合には，その期間の経

過後に自己のために相続の開始があったことを知った相続人に相続の放棄をすることを

認めるのかが問題となるが，相続人に相続による不利益を免れることを可能とするとい

う相続放棄の趣旨からすると，遺産分割の期間が経過した後であっても，相続放棄を認

めることとすることも考えられる。 

ただし，この考え方をとる際には，遺産分割の期間の経過後の相続放棄によって相続

人となった者がある場合の処理について検討することが必要となる。具体的には，その

場合も法定相続分により遺産分割又は共有物分割の手続を行い，遺産分割の期間の経過

前に遺産分割を行えば得られたはずの具体的相続分との差額について，相続の開始後に

認知された者の価額の支払請求（民法第９１０条，第９０４条の２第４項参照）を参考

に，別途価額の支払請求をすることができるものとすることなども考えられる。 

３ 相続回復請求権 

遺産分割に関して期間制限を設ける場合には，相続関係の早期解決の観点から，相続

回復請求権の消滅時効についても同様の期間とすべきとの議論も考えられるが，特段，

この問題をリンクさせるべきではないとの意見も考えられる。 

４ 具体的相続分の主張の期間制限を設けずに，相続開始後一定期間が経過した場合には，

遺産に属する個々の財産の遺産共有関係を共有物の分割の手続により解消する仕組み

を設けることについて 

現行法では，第１の１（補足説明）のとおり遺産に属する個々の財産の分割は共有物

分割の手続により分割することはできず，遺産分割の手続により行うことになる。そし

て，遺産分割の手続は，遺産の全体について，遺産全体の価額に特別受益や寄与分等を

加味して算出した具体的相続分に沿って行うものとされており，遺産の全体がどの程度

のものであるのかなどを把握しなければすることができず，その手続に要する時間や費
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用は重いものとなる。 

もっとも，問題となっている財産のみを取り出し，その帰属のみを決定することがで

きれば，手続も簡便であり，費用も低廉で済む場合もあると考えられる。そこで，本文

第１の２(1)に関して具体的相続分の主張に期間制限を設けずに，遺産に属する個々の

財産の分割を法定相続分に沿って共有物分割の手続（部会資料３の第３の１〔通常の共

有における不明共有者の売渡請求権等〕の方法を含む。）によりすることを認めるべき

との見解も考えられる。そして，この見解によれば，相続人の１人が他の相続人を相手

方として共有物分割や売渡請求権等の行使をしたり，遺産共有と通常共有が併存してい

る場合に相続人の１人が共有者及び他の相続人を相手方として共有物分割をしたり，売

渡請求権等の行使をしたりして，当該財産の帰属のみを定めることができる。 

しかし，本文第１の２(1)に関して具体的相続分の主張をすることに制限を設けない

との立場（すなわち，時間が経過しても具体的相続分による利益を保護すべきとの立場）

をとるのであれば，共有物分割により当該財産を分割しても，その後に具体的相続分を

前提とした分割を実施するために，当該共有物分割の結果を踏まえて，別途遺産分割の

手続をとり，その中で調整を図ることとする必要がある。 

もっとも，相続人の遺産の内容や，特別受益や寄与分等の内容によっては，先行して

一部の財産のみを分割してしまうと，事後的な調整を行うことができないことがあると

思われる。そのため，この立場をとるのであれば，共有物分割等をする際に，その後に

別途遺産分割の手続をとり，その中で調整を図ることが可能であるのか見通しを確認す

ることが必要になると考えられるが，そのような確認の作業をすることは，共有物分割

等の手続の中では不可能であるし（少なくとも，寄与分の判断を地方裁判所で行うこと

は現行法上できない。），そのような確認手続をとるのであれば，遺産分割とは別に共

有物分割の手続を認めても，結局，手続は重くなり，それほど意味がないように思われ

る。 

また，このことは，相続開始時から一定の期間の経過後に初めて共有物の分割手続に

よる遺産共有の解消を認めるとしても，その期間の経過後なお具体的相続分の主張が可

能であるとすれば，同様であると思われる。 

なお，平成３０年の民法改正では，遺産の一部分割の審判について明文の規定を設け

ており，遺産全体を分割する審判をする前に，相続人の１人が遺産に属する土地を取得

することは可能である。もっとも，この審判は，その後の遺産分割の中で具体的相続分

に沿った遺産分割をすることが可能である場合に限り認められるものであり，遺産の一

部分割の審判をする前に，具体的相続分がどの程度であるのかについて調査をすること

が予定されている。 

以上からすれば，具体的相続分の主張の期間制限を設けることなく，遺産に属する個

々の財産の遺産共有関係を共有物の分割手続で解消することを認める仕組みを設けるこ

とは困難と考えられ，この仕組みを設けることについては慎重な検討が必要であると思

われる。 

 


